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研究成果の概要（和文）：研究期間全体を通じて知識のプロバイダとユーザの双方についてパネルデータを構築
し、因果推論を行った。知識のプロバイダに関する分析では、内生的スイッチング回帰モデルをもちいて反実仮
想分析を行い、法人化のライセンス収入に対するＡＴＴ（治療群の平均治療効果）がマイナスであることを示し
た。知識のユーザに関する分析では、公設試の技術移転がユーザの生産性に与えるＡＴＴを推計した。推計にお
いては、傾向スコアマッチングと差の差モデルを組み合わせ、選択バイアスと観察できない異質性を制御した。
推計結果から、公設試の技術移転は顧客企業の労働生産性成長にプラスのＡＴＴをもつことが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：Causal inference based on panel data of users and providers of knowledge was
 performed. For supply-side of knowledge, the endogenous switching regression (ESR) model was 
estimated to evaluate the average treatment effect on the treated (ATT) of the incorporation of 
Kohsetsushi on licensing income of Kohsetsushi. The results show a significantly negative ATT. For 
demand-side of knowledge, the difference-in-differences model (DID) combined with propensity score 
matching (PSM) was estimated to evaluate the ATT of the interactions with Kohsetsushi on labor 
productivity growth of Kohsetsushi clients. The results show a significantly positive ATT.

研究分野： 経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
知識のプロバイダに関する分析では、反実仮想分析（法人化公設試が法人化されていなかったら・非法人化公設
試が法人化されていたらどうなっていたか）を行い、法人化のライセンス収入に対するＡＴＴがマイナスである
ことを示した。法人化は経営裁量の拡大や知財移転を通じて研究活動へのインセンティブを強化する。他方、法
人化に伴い設立が義務化される外部評価委員会においては、普及活動に高いウェイトが設定される傾向にある。
工業系公設試では同じ技術系職員が普及と研究に資源を割く必要があるため、法人化公設試では資源配分のトレ
ードオフが深刻化し、法人化のＡＴＴがマイナスになったと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

2003 年の地方独立行政法人法(以下、地独法)は地方自治体の設立した病院、大

学、公設試験研究機関(以下、公設試)などを法人化し、自律的な資源配分・経営

裁量の拡張、第三者による能力主義評価、地方自治体からの知的財産の継承を通

じて、地域医療・経済の充実・成長を促すことを企図している。公設試は地域イ

ノベーションシステムにおいて、中小企業への技術普及、研究・発明、中小企業

の知識ネットワークの媒介という三つの重要な役割を果たしている。2020 年時

点で工業系公設試の 17％が法人化されている。したがって、地独法がインセン

ティブの変化を通じてどのように公設試の技術移転生産性に影響したのかを定

量的に評価することは、証拠に基づく政策設計(EBPM)の観点から重要である。

公立病院の法人化については、医療経済学や新しい公的セクター組織経営

(NPM)の視点から評価分析が行われている。しかし、公設試に関しては、実証

分析が行われていないために、政策立案者が依拠し得る定量的証拠が蓄積され

ていない。 

 

２．研究の目的 

本研究は公設試の技術移転に関する包括的パネルデータにもとづいて、法人化

の効果に関する因果推論(治療群の平均治療効果の推定)を行う。公設試レベル・

特許レベル分析を組み合わせることで、先行研究で未解明の、インセンティブ変



化の生産性への複合的影響(意図せざる政策効果を含む)を解明し、幅広い政策立

案者が依拠し得る定量的証拠を提供する。 

 

３．研究の方法 

研究期間全体を通じて知識のプロバイダとユーザの双方についてパネルデータ

を構築し、因果推論を行った。知識のプロバイダに関する分析では、内生的スイ

ッチング回帰モデルをもちいて反実仮想分析を行い、法人化のライセンス収入

に対する治療群の平均治療効果（ATT）がマイナスであることを示した。知識の

ユーザに関する分析では、公設試の技術移転がユーザの生産性に与える ATT を

推計した。推計においては、傾向スコアマッチングと差の差モデルを組み合わせ、

選択バイアスと観察できない異質性を制御した。推計結果から、公設試の技術移

転は顧客企業の労働生産性成長にプラスの ATT をもつことが明らかとなった。 

 

４．研究成果 

知識のプロバイダに関する分析では、反実仮想分析(法人化公設試が法人化され

ていなかったら・非法人化公設試が法人化されていたらどうなっていたか)を行

い、法人化のライセンス収入に対する ATT がマイナスであることを示した。法

人化は経営裁量の拡大や知財移転を通じて研究活動へのインセンティブを強化

する。他方、法人化に伴い設立が義務化される外部評価委員会においては、普及

活動に高いウェイトが設定される傾向にある。工業系公設試では同じ技術系職

員が普及と研究に資源を割く必要があるため、法人化公設試では資源配分のト



レードオフが深刻化し、法人化の ATT がマイナスになったと考えられる。 
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